
職 職 ― ８ １

令和６年３月２９日

各府省官房長等 殿

人事院事務総局職員福祉局長

一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律の一部の

施行等に伴う関係人事院事務総局職員福祉局長通知の一部改正につ

いて（通知）

一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律（令和５年法律第７

３号）の一部の施行等に伴い、下記に掲げる人事院事務総局職員福祉局長通知の

一部をそれぞれ次のとおり改正したので、令和７年４月１日以降は、これによっ

てください。

記

１ 休憩時間の運用について（平成３０年１２月７日職職―２４６）

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付し又は破線で囲んだ部分を

これに対応する改正後欄に掲げる規定の傍線を付し又は破線で囲んだ部分のよ

うに改める。

改 正 後 改 正 前

１・２ （略） １・２ （略）

３ 各省各庁の長があらかじめ運用 ３ 各省各庁の長があらかじめ運用

通知第６の第３項の申出に関する 通知第６の第３項から第６項まで



書類の様式を定める場合の参考例 の申出に関する書類の様式を定め

を示せば、別紙１及び別紙２のと る場合の参考例を示せば、別紙１

おりであること。 及び別紙２のとおりであること。

４ 運用通知第３の第１３項に規定 ４ 規則第４条の５の２に規定する

する職員に係る運用通知第６の第 職員に係る運用通知第６の第３項

３項の申出については、書面によ から第６項までの申出について

らない方法で行うことも可能であ は、書面によらない方法で行うこ

り、その場合の方法としては、当 とも可能であり、その場合の方法

該書面に係る記載事項について、 としては、当該書面に係る記載事

様式によらず、職員が電子メール 項について、職員が電子メールを

を送信する方法や、各省各庁の長 送信する方法や、各省各庁の長が

が職員から聴取した内容を記録す 職員から聴取した内容を記録する

る方法等が考えられること。 方法等が考えられること。

５ 運用通知第６の第３項⑵アの ５ 運用通知第６の第４項⑴の「適

「適切な実施を確保できない場合」 切な実施を確保できない場合」と

とは、在宅勤務等を行う場所と通 は、職員の住居と通常の勤務場所

常の勤務場所との間の移動並びに との間の移動並びに当該職員の食

当該職員の食事及び疲労の回復の 事及び疲労の回復のために必要な

ために必要な時間を確保すること 時間を確保することができない場

ができない場合をいうこと。 合をいうこと。

６ 運用通知第６の第３項⑶イの ６ 運用通知第６の第５項⑷の「交

「交通機関を利用する時間」は、 通機関を利用する時間」は、交通

交通機関を利用するために待つ時 機関を利用するために待つ時間及

間及び乗り継ぎのために待つ時間 び乗り継ぎのために待つ時間を含

を含むものであること。 むものであること。

７ 運用通知第６の第３項⑶ウの ７ 運用通知第６の第５項⑸の「交



「交通機関の混雑の程度」とは、 通機関の混雑の程度」とは、職員

職員が通常の勤務における登庁又 が通常の勤務における登庁又は退

は退庁の時間帯に常例として利用 庁の時間帯に常例として利用する

する交通機関の混雑の程度をいう 交通機関の混雑の程度をいうこ

こと。 と。

また、母体又は胎児の健康保持 また、母体又は胎児の健康保持

への影響については、母子保健法 への影響については、母子保健法

（昭和４０年法律第１４１号）に （昭和４０年法律第１４１号）に

規定する保健指導又は健康診査に 規定する保健指導又は健康診査に

基づく指導事項により判断するも 基づく指導事項により判断するも

のとすること。 のとすること。

８ （略） ８ （略）









２ 超過勤務を命ずるに当たっての留意点について（平成３１年２月１日職職―

２２）

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに対応する

改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。

改 正 後 改 正 前

１～５ （略） １～５ （略）

６ 長時間の超過勤務を命ぜざるを ６ 長時間の超過勤務を命ぜざるを

得ない場合の職員の健康への配慮 得ない場合の職員の健康への配慮

⑴ 長時間の超過勤務が継続する ⑴ 長時間の超過勤務が継続する

ことは、職員の心身の健康及び ことは、職員の心身の健康及び

福祉に害を及ぼすおそれがある 福祉に害を及ぼすおそれがある

ことから、極力これを避けるよ ことから、極力これを避けるよ

う努めること。また、公務の運 う努めること。また、公務の運

営の必要上、職員に長時間の超 営の必要上、職員に長時間の超

過勤務を一定期間命ぜざるを得 過勤務を一定期間命ぜざるを得

ない場合については、人事担当 ない場合については、人事担当

部局等に事前又は直後に報告し 部局等に事前又は直後に報告し

超過勤務命令の状況のチェック 超過勤務命令の状況のチェック

を受ける方策などにより、必要 を受ける方策などにより、必要

最小限にとどめるよう努めるこ 最小限にとどめるよう努めるこ

と。 と。

とりわけ週休日又は勤務時間 とりわけ週休日において勤務

法第６条第３項の規定による勤 を命ずる場合には、職員の健康

務時間を割り振らない日におい 及び福祉に与える影響の大きさ

て勤務を命ずる場合には、職員 に鑑み、特に厳重に出勤の必要

の健康及び福祉に与える影響の 性のチェックを行うこと。



大きさに鑑み、特に厳重に出勤

の必要性のチェックを行うこ

と。

⑵ （略） ⑵ （略）

７ （略） ７ （略）

以 上


